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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第88期
第２四半期
連結累計期間

第89期
第２四半期
連結累計期間

第88期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 16,004 16,125 32,350

経常利益 (百万円) 596 878 2,220

四半期(当期)純利益 (百万円) 309 538 1,181

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 782 1,001 1,580

純資産額 (百万円) 47,762 45,683 45,011

総資産額 (百万円) 62,714 63,316 61,608

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 11.71 20.39 44.74

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 74.9 71.0 71.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,312 1,304 3,124

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,762 △3,827 △1,234

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △445 △516 △753

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 11,389 12,382 15,422
 

 

回次
第88期
第２四半期
連結会計期間

第89期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △1.55 1.31
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間における当社及び当社の関係会社が営んでいる重要な事業内容の変更と主要な関係会社

の異動は、次のとおりです。

 

(放送関連)

重要な事業内容の変更につきまして、当社は平成26年４月１日付で認定放送持株会社へ移行しました。また同日

付で、ＣＢＣテレビ分割準備㈱は、当社のグループ経営管理事業及び不動産賃貸事業を除く一切の事業に関する権

利義務の一部を吸収分割により承継し、その商号を㈱ＣＢＣテレビに変更しております。

　なお、主要な関係会社の異動はありません。

 

(不動産関連)

重要な事業内容の変更および主要な関係会社の異動はありません。

 

(ゴルフ場)

重要な事業内容の変更および主要な関係会社の異動はありません。

 

(その他)

重要な事業内容の変更および主要な関係会社の異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

  なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

 
売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

経常利益
(百万円)

四半期純利益
(百万円)

当第２四半期
連結累計期間

16,125 666 878 538

前第２四半期
連結累計期間

16,004 433 596 309

増減率(％) 0.8 53.7 47.2 74.2
 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動がみられました

が、基調的には緩やかな回復を続けました。企業の設備投資も増加傾向となり、個人消費の面でも、消費税率引き

上げの影響を受けつつも底堅く推移しました。テレビの広告市況は、４月に落ち込みを見せたものの、全体として

は景気動向に連動する形で堅調に推移しました。

　このような事業環境の下、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は、161億25百万円（前年同期比

0.8％増）となりました。

 利益面では、営業利益は６億66百万円（前年同期比53.7％増）、経常利益は８億78百万円（前年同期比47.2％

増）、四半期純利益は５億38百万円（前年同期比74.2％増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

放送関連 不動産関連 ゴルフ場 その他

売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

当第２四半期
連結累計期間

14,730 207 733 409 277 15 383 34

前第２四半期
連結累計期間

14,626 2 720 382 258 4 398 44

増減率(％) 0.7 ― 1.9 6.9 7.4 262.8 △3.8 △21.7
 

(注）売上高については、セグメント間の取引を相殺消去しております。

 

〈放送関連〉

「放送関連」は、テレビスポット収入が５月以降回復傾向となったことに加え、テレビタイム収入も増加したこ

とから、売上高は147億30百万円（前年同期比0.7％増）となりました。利益面では、テレビ事業の売上の増加によ

る効果に加え、イベント事業やクロスメディア事業において利益率が改善したことから、営業利益は２億７百万円

（前年同期は２百万円）となりました。

 

〈不動産関連〉

「不動産関連」は、昨年10月に開始した太陽光発電事業が売上の増加に寄与し、売上高は７億33百万円（前年同

期比1.9％増）となりました。

　利益面では、前期にあった賃貸駐車場設備の耐震工事が今期は無かったこともあり、営業利益は４億９百万円

（前年同期比6.9％増）となりました。

 

〈ゴルフ場〉

「ゴルフ場」は、来場者数の増加や名義書換料収入の増加により、売上高が２億77百万円（前年同期比7.4％

増）、営業利益は15百万円（前年同期比262.8％増）となりました。

 

〈その他〉

保険代理業、タクシー業などで構成される「その他」は、売上高は３億83百万円（前年同期比3.8％減）、営業利

益は34百万円（前年同期比21.7％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

①資産の部

当第２四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末に比べて17億７百万円増加し、633億16百万円と

なりました。

　主な増加要因として、有価証券が30億94百万円、信託受益権を含む流動資産の「その他」が９億73百万円、会社

分割に伴い固定資産の繰延税金資産が13億88百万円、それぞれ増加しております。また主な減少要因として、有価

証券や信託受益権の購入などにより現金及び預金が42億51百万円減少しております。

 

②負債の部

当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べて10億35百万円増加し、176億32百万円と

なりました。これは、会社分割に伴い繰延税金負債が14億74百万円増加したことなどによるものです。

 

③純資産の部

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて６億71百万円増加し、456億83百万円

となりました。これは、四半期純利益の計上と配当金の支払いとの差額により利益剰余金が２億14百万円増加した

ことや、保有株式の時価上昇に伴いその他有価証券評価差額金が２億59百万円増加したことなどによるものです。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

 
前第２四半期
連結累計期間
(百万円)

当第２四半期
連結累計期間
(百万円)

増減額
(百万円)

現金及び現金同等物の期首残高 14,284 15,422 1,137

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,312 1,304 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,762 △3,827 △65

財務活動によるキャッシュ・フロー △445 △516 △70

現金及び現金同等物の増減額 △2,894 △3,039 △144

現金及び現金同等物の四半期末残高 11,389 12,382 992
 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末(平成26年３月31日)に比べて30

億39百万円減少し、123億82百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは13億４百万円の収入となり、前年同期に比べて収入額が７百万円減少しま

した。

　これは、税金等調整前四半期純利益が２億78百万円増加した一方で、法人税等の支払額が３億５百万円増加した

ことなどによるものです。
　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは38億27百万円の支出となり、前年同期に比べて支出額が65百万円増加しま

した。

　これは主に、有価証券や投資有価証券の取得による支出が、売却や償還による収入を差し引いた純額で44百万円

増加したことなどによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは５億16百万円の支出となり、前年同期に比べて支出額が70百万円増加しま

した。これは、預り保証金の返還による支出が61百万円増加したことなどによるものです。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

 

 なお、会社の支配に関する基本方針は、次のとおりです。

 当社グループは、ラジオ、テレビの放送を通じてすぐれた報道、情報、娯楽番組を制作し、地域社会や文化に貢

献することを経営の基本理念にしています。中波ラジオや地上波テレビ放送は、公共性の高いメディアであり、通

信技術の進展に伴ってメディアが多様化しても、基幹メディアの地位を維持していくものと考えています。このた

め、中長期的な視点に立って、安定的に経営を継続していくことが重要であり、それが、ひいては企業価値、株主

価値の向上につながるものと確信しています。

 したがって、こうした経営の基本理念を支持する者が、「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」であ

ることが望ましいと考えています。

 当社は、経営支配権の異動を通じた企業活動および経済の活性化の意義を否定するものではありませんが、当社

株式の大量取得を目的とした買付けについては、当該買付け行為または買収提案の当社の企業価値、株主共同の利

益への影響を慎重に判断する必要があります。

 現時点では、当社株式に対する大規模な買収行為がなされた場合に備えた具体的な枠組み（いわゆる「買収防衛

策」）をあらかじめ定めてはいません。しかし、当社は、当社の株式取引や異動の状況を常に把握し、当社株式を

大量に取得しようとする者が出現した場合は、株主共同の利益を守る立場から、最も適切と考えられる措置を取り

ます。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間において、当社グループで特筆すべき研究開発活動は行っておりません。

 

(6) 従業員数

当第２四半期連結累計期間において、当社は、当社のグループ経営管理事業及び不動産賃貸事業を除く一切の事

業に関する権利義務の一部を吸収分割により㈱ＣＢＣテレビに承継させ、認定放送持株会社へ移行しました。これ

に伴い、当第２四半期連結会計期間末における当社の従業員数は前連結会計年度末に比べて284人減少し、47人（㈱

ＣＢＣテレビからの兼務出向者を含みます。）となりました。

　なお、当社の従業員は、全て「放送関連」セグメントに含めております。また、連結会社の従業員数に著しい増

加又は減少はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,400,000 26,400,000
名古屋証券取引所
市場第一部

単元株式数100株

計 26,400,000 26,400,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

― 26,400 ― 1,320 ― 654
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(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社中日新聞社 名古屋市中区三の丸一丁目６番１号 2,602 9.85

竹田本社株式会社 愛知県犬山市新川１番11 1,700 6.43

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,300 4.92

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 1,167 4.42

JP MORGAN CHASE BANK 385093
（常任代理人 株式会社みずほ 
銀行決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF,
LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM
(東京都中央区月島四丁目16番13号)

1,163 4.40

株式会社ナゴヤドーム 名古屋市東区大幸南一丁目１番１号 1,040 3.93

中部電力株式会社 名古屋市東区東新町１番地 883 3.34

株式会社名古屋銀行 名古屋市中区錦三丁目19番17号 825 3.12

名古屋鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅一丁目２番４号 822 3.11

日本トラスティ・サービス信託
 銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 779 2.95

計 ― 12,285 46.53
 

(注) １ 「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点第３位を切り捨てて記載しております。

２　シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社およびその共同保有者であるシュローダー・イン

ベストメント・マネージメント・リミテッドから平成24年７月４日付で提出された大量保有報告書（変更報

告書）により、平成24年６月29日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社とし

て当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

シュローダー・インベストメント・
マネジメント株式会社

東京都千代田区丸の内１-８-３ 828,900 3.14

シュローダー・インベストメント・
マネージメント・リミテッド

英国 EC2V 7QA ロンドン、
グレシャム・ストリート３１

1,361,700 5.16

合計 ― 2,190,600 8.30
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式      　900 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 26,376,000 263,760 ―

単元未満株式 普通株式     23,100 ― ―

発行済株式総数 26,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 263,760 ―
 

(注)  「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、600株含まれております。

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数 6個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
中部日本放送株式会社

名古屋市中区新栄一丁目
２番８号

900 ― 900 0.00

計 ― 900 ― 900 0.00
 

 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 15,703 11,452

  受取手形及び売掛金 7,018 6,566

  有価証券 459 3,553

  たな卸資産 54 65

  繰延税金資産 382 385

  その他 1,043 2,017

  貸倒引当金 △6 △8

  流動資産合計 24,655 24,030

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 25,303 25,364

    減価償却累計額 △15,839 △16,108

    建物及び構築物（純額） 9,463 9,255

   機械装置及び運搬具 21,264 21,220

    減価償却累計額 △18,991 △19,253

    機械装置及び運搬具（純額） 2,272 1,967

   土地 ※１  10,502 ※１  10,502

   建設仮勘定 34 650

   その他 1,455 1,466

    減価償却累計額 △1,201 △1,213

    その他（純額） 254 253

   有形固定資産合計 22,527 22,628

  無形固定資産 395 351

  投資その他の資産   

   投資有価証券 13,151 14,034

   繰延税金資産 265 1,654

   その他 770 794

   貸倒引当金 △155 △178

   投資その他の資産合計 14,031 16,305

  固定資産合計 36,953 39,285

 資産合計 61,608 63,316
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 283 153

  未払費用 2,723 2,514

  未払法人税等 685 493

  引当金 122 132

  その他 1,700 2,069

  流動負債合計 5,515 5,361

 固定負債   

  引当金 67 51

  退職給付に係る負債 3,669 3,701

  資産除去債務 68 68

  繰延税金負債 180 1,655

  長期預り保証金 6,592 6,327

  その他 503 465

  固定負債合計 11,081 12,270

 負債合計 16,596 17,632

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,320 1,320

  資本剰余金 654 654

  利益剰余金 43,609 43,824

  自己株式 △0 △0

  株主資本合計 45,583 45,797

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,079 2,339

  退職給付に係る調整累計額 △3,417 △3,211

  その他の包括利益累計額合計 △1,337 △872

 少数株主持分 765 758

 純資産合計 45,011 45,683

負債純資産合計 61,608 63,316
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 16,004 16,125

売上原価 9,189 9,067

売上総利益 6,815 7,057

販売費及び一般管理費 ※１  6,381 ※１  6,390

営業利益 433 666

営業外収益   

 受取利息 7 11

 受取配当金 152 200

 有価証券売却益 7 3

 その他 38 33

 営業外収益合計 205 248

営業外費用   

 支払利息 38 34

 固定資産除却損 3 1

 貸倒引当金繰入額 0 －

 その他 0 1

 営業外費用合計 43 36

経常利益 596 878

特別利益   

 会員権売却益 － 3

 固定資産売却益 12 －

 特別利益合計 12 3

特別損失   

 投資有価証券評価損 2 －

 会員権売却損 － 0

 固定資産除却損 7 －

 貸倒引当金繰入額 － 0

 事業構造再編費用 30 33

 特別損失合計 40 34

税金等調整前四半期純利益 568 847

法人税等 252 310

少数株主損益調整前四半期純利益 315 536

少数株主利益又は少数株主損失（△） 6 △1

四半期純利益 309 538
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 315 536

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 466 259

 退職給付に係る調整額 － 205

 その他の包括利益合計 466 464

四半期包括利益 782 1,001

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 775 1,002

 少数株主に係る四半期包括利益 6 △1
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 568 847

 減価償却費 711 700

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 12 24

 引当金の増減額（△は減少） 32 △6

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 199

 受取利息及び受取配当金 △160 △211

 支払利息 38 34

 固定資産除却損 11 1

 固定資産売却損益（△は益） △12 △0

 有価証券売却損益（△は益） △7 △3

 投資有価証券評価損益（△は益） 2 －

 会員権売却損益（△は益） － △2

 売上債権の増減額（△は増加） 701 451

 たな卸資産の増減額（△は増加） △23 △10

 仕入債務の増減額（△は減少） 26 △130

 未払消費税等の増減額（△は減少） △40 239

 その他の資産の増減額（△は増加） △48 △64

 その他の負債の増減額（△は減少） △246 △230

 小計 1,566 1,838

 利息及び配当金の受取額 168 211

 利息の支払額 △14 △12

 法人税等の支払額 △428 △733

 法人税等の還付額 19 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,312 1,304

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △1,713 △1,712

 定期預金の払戻による収入 24 24

 有価証券の取得による支出 － △1,000

 有価証券の売却による収入 255 101

 有価証券の償還による収入 250 1,201

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △742 △752

 有形及び無形固定資産の売却による収入 14 0

 投資有価証券の取得による支出 △1,079 △1,004

 投資有価証券の償還による収入 － 83

 信託受益権の取得による支出 △1,600 △800

 信託受益権の償還による収入 800 －

 その他の支出 △12 △7

 その他の収入 40 38

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,762 △3,827
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 預り保証金の預りによる収入 22 39

 預り保証金の返還による支出 △263 △325

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △197 △224

 少数株主への配当金の支払額 △6 △6

 財務活動によるキャッシュ・フロー △445 △516

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,894 △3,039

現金及び現金同等物の期首残高 14,284 15,422

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  11,389 ※１  12,382
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

　
当第２四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

(会計方針の変更)

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、

従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく決定方法から、退職給付支払ごとの支払見込期間を反映す

る決定方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２

四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が156百万円増加し、利益剰余金が99百万

円減少しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

はそれぞれ10百万円増加しております。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

税金費用の計算

税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただし、当該見積実

効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法に

よっております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 以下の資産を含んでおります。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

コース勘定 2,312百万円 2,312百万円
 

 

 ２　偶発債務

従業員の銀行からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

住宅資金等 58百万円 60百万円
 

 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費の主要な費目

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

役員報酬 260百万円 257百万円

人件費 1,918百万円 1,927百万円

賞与引当金繰入額 47百万円 49百万円

役員賞与引当金繰入額 19百万円 28百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1百万円 1百万円

退職給付費用 230百万円 229百万円

貸倒引当金繰入額 10百万円 19百万円

代理店手数料 2,469百万円 2,470百万円
 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

　　次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金勘定 11,052百万円 11,452百万円

有価証券勘定 2,359百万円 3,553百万円

　　　計 13,411百万円 15,005百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金等

△1,820百万円 △2,121百万円

償還期間が３ヶ月を超える
有価証券

△201百万円 △501百万円

現金及び現金同等物 11,389百万円 12,382百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 197 7.50 平成25年３月31日 平成25年６月28日
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
 配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年11月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 131 5.00 平成25年９月30日 平成25年12月３日
 

 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 224 8.50 平成26年３月31日 平成26年６月30日
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
 配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年11月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 131 5.00 平成26年９月30日 平成26年12月２日
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ３放送関連

不動産
関連

ゴルフ場 計

売上高         

  外部顧客への売上高 14,626 720 258 15,605 398 16,004 ─ 16,004

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

49 92 2 143 351 495 △495 ─

計 14,676 812 260 15,749 750 16,499 △495 16,004

セグメント利益 2 382 4 389 44 433 0 433
 

(注) １  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業、ＯＡ機器販売、

旅客運送業（タクシー）等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去額です。

３ セグメント利益433百万円は、四半期連結損益計算書の営業利益433百万円と調整を行っています。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ３放送関連

不動産
関連

ゴルフ場 計

売上高         

  外部顧客への売上高 14,730 733 277 15,741 383 16,125 ― 16,125

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

62 76 1 141 378 519 △519 ―

計 14,792 810 279 15,883 761 16,644 △519 16,125

セグメント利益 207 409 15 632 34 666 0 666
 

(注) １  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業、ＯＡ機器販売、

旅客運送業（タクシー）等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去額です。

３ セグメント利益666百万円は、四半期連結損益計算書の営業利益666百万円と調整を行っています。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益 11円71銭 20円39銭

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益(百万円) 309 538

    普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

    普通株式に係る四半期純利益(百万円) 309 538

    普通株式の期中平均株式数(千株) 26,399 26,399
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

 

 

２ 【その他】

第89期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当については、平成26年11月11日開催の取締役会

において、平成26年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議い

たしました。

① 中間配当金の総額 131,995,225円

② １株当たり中間配当金 5円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成26年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
 

平成26年11月７日
 

中部日本放送株式会社

取締役会御中
 

 

有限責任監査法人 トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   原   田   誠   司   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   河   嶋   聡   史   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中部日本放送株

式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から

平成26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中部日本放送株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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